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デジタル時代の人材戦略
人材についての新たな視点

81%
の CEO が、採用に際して今
までよりもはるかに幅広いス
キルを求めている。

73% 
の CEO が、スキルの調達可
能性が深刻に懸念されると回
答、2014 年から 10% の上昇。



PwC の Global People and Organisation 部門は、世界
138 カ国の業種、事業、人材、戦略、人事、分析および
技術についての専門家 10,000 名で構成される、他に類の
ないチームです。私たちは、クライアントの独自性につ
いての深い理解と緻密な分析、データ主導の洞察に基づ
いた人事と組織の個別ソリューションを構築し、持続性
のある差別化された価値を創造します。

また、クライアントによる組織改革、従業員の有効活用、
事業における人材の開発や配置、人的資本のリスク管理
の導入をサポートします。人材戦略からその実行展開ま
で支援します。
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一世紀半前の産業革命と同様に、デジタ
ル革命は生活や働き方を変化させている。
事業の抜本的な変革も余儀なくされ、顧客
との関係の変化、新規参入者や破壊的な技
術の登場、新しいチャネル、製品、サービ
スの推進、業界の壁の崩壊が見られ、多く
の場合、事業モデルを根本的に再考せざる
を得なくなっている。

変化のスピードは、ある程度の確実性を
持って将来を予測することをほぼ不可能と
している。このような環境下においては、
組織は信頼できる、前向きなリーダーを必
要としており、その役割は過去に例のな
いほど重要となっている。CEOは技術が事
業や顧客経験をどのように改善できるのか
を理解し、遠い夢のように思われていたこ
とについて計画しなければならない。ITT 
CorporationのCEO、Denise Ramosは、以
下のように述べている。「自社のために複
数の未来と複数の選択肢を創造しなければ
ならない。なぜなら、世界が3年後や5年
後にどのように変化しているかは知り得な
いからだ」 

CEOにとって最大の頭痛の種の一つは、
組織が未来に対峙するために適切な人材を
確保することだ。現在と将来に必要なスキ
ルを計画するという基本的な問題がある。
自動化されるのはどの役割か。台頭する技術
を管理し、駆使するためには、どのような新
たな役割が必要となるのか。どのようなスキ
ルを探し、従業員に研修を行うべきか。必
要な人材はどこにいるのか。

しかしより重要な点は、CEOは企業がど
のような未来にも素早く対応できる体制を
確保しなければならないことである。それ
には、適応力がありクリエイティブな人材を
そろえ、エネルギーがあふれてアイデアがひ
らめく労働環境や企業文化を整えなければな
らない。これらがみつからないならば、自ら
創造しなければならないのである。

未来の技術革新がどのようなものであっ
たとしても、最終的に成功と失敗を分ける
のは人材である。だからこそ、CEOにはデ
ジタル時代に向けた人材戦略が求められて
いる。

「今日の新しくダイナミック
な環境では、過去には行わ
れたことのない意思決定が
求められる」
Alexey Repik

Chairman of the Board, R-Pharm, 
Russia

はじめに



デジタル時代の人材戦略

変動が激しく、予測不能な世界
CEOは、常に不安定な足場に立っている。行く手には事

業機会と脅威が混在しており、新たな市場を開拓しつつ、
顧客の行動から従業員の職場に対する期待まで周囲の全
てを変容させる技術がこれを牽引している。CEOは、新
しい事業モデルやセクター、予期せぬパートナーシップ 
の可能性を探ることでこれに対応している。素早く適応
して成長機会を捉えることがその目的だが、必要なスキ
ルへのアクセスという要素も大きくなっている。

スキルは分岐点に
スキル不足はCEOにとって危機的水準に達している。73%

がこれを自社の事業にとっての脅威として挙げているが、 
6年前にそう回答したのは46%であった。デジタル時代は厄
介な課題をはるかに困難な課題へと変容させた。81%のCEO
が、過去よりもはるかに幅広いスキルを求めていると述べ
ている。企業は、自らのセクターのみならず複雑なデジタ
ル技術も理解するハイテク革新者や「ハイブリッド」従業
員を早急に必要としている。

主な調査結果

81% 
が、採用に際して今までより
もはるかに幅広いスキルを求
めている。

73% 
の CEO が、スキルの調達可
能 性 が 懸 念 さ れ る と 回 答、
2014 年から 10% の上昇。

78%  

が常にオンラインやソーシャル
メディアを含む複数のチャネル
を使用して人材を探している。

71%  

が異なった地域、業界、また
は年齢層で積極的に人材を探
している。
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人材についての新たな視点
デジタル世界で成功するには、とりわけ人材について新

たな思考方法が求められる。最も需要の多いスキルを有す
る労働者は、自分がいつどこで働くかを管理する「ギグエ
コノミー」を創造している。これに対して、組織は人材構
成を再考し、自動化の可能性を模索している。そして、CEO
はデジタル時代に価値を創造する上でのダイバーシティ 
（思考方法と経験について）の価値を認めている。

賢明なデータ利用
組織が人材について収集したデータを最も有効に活用

できるようになるまでには、もう少し時間がかかる。ス
キルがどの程度効果的に展開されているか具体的に知る
ため常時データ解析を行っている組織は、全体の半分に
満たない。CEOはデジタル技術が顧客のエンゲージメント
に果たす役割に注目しているのに、なぜ従業員のエンゲ
ージメントの価値を無視しているのだろうか？ 

偉大なリーダーシップが求められる
デジタル時代に競争上の優位を確保することは、最も優

れた技術にではなく、人材の活用と管理にかかっている。
そのためには、真に偉大なリーダーシップが求められるの
である。しかし、これは非常に透明な世界におけるリーダー 
シ ッ プ で も あ る 。 組織ははるかに複雑化しており、 
アイデアがコモディティ化し、人材は流動的かつ自律的と
なっている。リーダーは革新が盛んに進められ、アイデア
がひらめき、人材が誰でどこにいるかにかかわらず、共通
の目的により結びつく文化を創造しなければならない。

33% 
が臨時雇い従業員、パートタイ
ム従業員、アウトソーシング、
サービス契約の利用を大幅に
増加させた。

81%  

が継続的研修または異動プロ
グラムで常に従業員に新しい
スキルを与えている。

60%  

が適応力の高い熟練労働力の
育成を政府の最優先課題とす
るべきと答えている（昨年か
ら 19% の上昇）。

75%  

がデジタルを全社的に統合す
る採用・研修戦略が重要と考
えている。

58%  

がデジタル技術は人材の獲得、
開発および維持に価値をもた
らすと答えている。

85%  

多様性の受容戦略を有する
CEO の 85% が、それによって
業績も改善したと答えている。



デジタル時代の人材戦略

第18回世界CEO意識調査の結果、技術的、
政治的および経済的な変化により、CEOは常
に不安定な足場に立っていることが明らかと
なった。61%が自社にとって3年前よりも
成長機会が増えたと感じている一方、59%
は脅威が増えたと考えている。

過剰規制から伝染病の流行までCEOの懸
念事項は数多いが、新しい世界で成功する
ために必要なスキルや人材を調達できない
リスクがそのトップへと急上昇している。

CEOは、より変動が激しく予測不能な世界 
を進んでいるのである。そのテーマは変化
であり、破壊的な革新やこれに関連した顧
客の嗜好の変化が事業の根本的な変化を牽
引している。CEOはあらゆる可能性に備え
なければならない。

「今から 12 カ月後や 3 年後
に起こる全ての変化を予測
することは不可能だ。組織
はあらゆる変化に対応する
準備を整えておかなければ
ならない。」
Victor Kislyi

Executive Chairman and CEO, 
Wargaming Public Company Limited, 
Cyprus

継続的な問題と
新しい機会

31%
機会のみが
増えた

機会と脅威の
両方が増えた

機会が増えた

脅威が増えた
脅威のみが
増えた

30%

29%
59%

61%

図表 1. CEO は 3 年前よりも今のほうが機会もリ
スクも多いと考えている

質問：3 年前よりも今のほうが成長機会／脅威が増
えていることにどの程度同意しますか？

の CEO が
鍵となるスキルの
調達可能性を懸念 

73%
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デジタル化の混乱への対応

デジタル技術の影響は、あらゆる地域や 
セクターのCEOの関心事項となっている。変
化のペースは非常に早く、その可能性はあま
りにも広範なため、最終的な結果については
ほとんどコンセンサスが存在しない。入居者
に埋め込まれたマイクロチップに反応する「
スマート」建築物も実現しているし1、日本
の技術者は大学入試に合格可能な人工知能
（AI）の開発が完了間近である2。次は何が
起きるのか？ 

CEOにとっての優先事項の中心は、自社
が将来的な機会をフル活用できるような
「デジタル戦略」である。しかし、デジタ
ル戦略とは実際には何を意味するのか？ 

今までのところ、CEOはデジタル技術を
効率化、費用削減、顧客経験の向上に使用
することに専念してきた。より劇的な技術
を受け入れる意思―とりわけロボット工学
やその他の自動化―が、事業の景観を変化
させ始めている。

顧客との関係構築のためのモバイル技術

データマイニングと分析

サイバーセキュリティ

モノのインターネット(IoT）

ソーシャル化したビジネスプロセス

クラウドコンピューティング

電池と電力技術

ロボット工学

ウェアラブルコンピューティング

3Dプリンティング

85%
83%
82%
76%
76%
75%
74%
74%
73%
73%
71%
71%
70%
69%
69%
68%
68%
65%
65%
64%
64%
58%
56%

全く重要でない あまり重要な技術ではない ある程度重要である 非常に重要である

31%

32%

25%

34%

36%

33%

25%

23%

21%

20%

8%

5%

7%

9%

13%

13%

17%

23%

21%

24%

3%

3%

5%

7%

4%

13%

18%

18%

24%

3%

50%

53%

31%

25%

27%

22%

13%

12%

7%

48%

 

図表 2. CEO は幅広いデジタル革命に機会を認めている

質問：貴社にとって、以下に挙げたデジタル技術は戦略的にどの程度重要ですか？

1http://www.bbc.co.uk/news/technology-31042477
2 人工頭脳プロジェクト「ロボットは東大に入れるか」http://www.nii.ac.jp/userdata/results/pr_data/NII_Today/60_en/p2-3.pdf を参照
 



デジタル時代の人材戦略

自動化の計画

職場の自動化を拡大するトレンドは、どの
役割が自動化可能で自動化されるべきである
かという戦略的判断から、リスク管理、業績
評価および従業員のエンゲージメントにもた
らす影響の把握まで、人材管理に広範な影響
を及ぼす。 

「どの企業も、今の状況で
将来も生き残っていくため
には、テクノロジーの最前
線に立つべきである。当社
は生産性、有効性、効率性を
向上させ、工場をより安全に
運営するためにロボット工学
を活用している」
Alan D Wilson

Chairman, President and CEO, Mc-
Cormick & Company, US

しかし、最大の課題は恐らく、自動化し
た世界で人が果たす役割を理解することだ
ろう。過去には人力で行っていた作業の一部
が自動化されることは当然である。ロボット
は既に数多くの手作業に代わって役割を果た
すようになっているが、高度化した技術や先
進的アルゴリズムの出現、人工知能の発展に
よって、知識に基づく意思決定の役割にも進
出する可能性が急速に高まっている。しかし
同時に、一部の作業は常にソフトウエアに
よってのみ実行が可能で、人の領域には含ま
れていなかった。

しかし、自動化への投資にかかわりなく、
真の利益は一方が他方にとって代わることに
よるのではなく、人と技術の協働によりもた
らされる。

33%
が既に新たな業界に
参入している。

が今後 12 カ月間に
戦略的提携や
合弁事業を行う。

51%

55%
が 1 年以内に
国内または国際的な
M&A を計画している。
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曖昧な境界

CEOは、選択肢を広げ、確立した境界を越
えて新たな事業モデルや新しいパートナーと
の協働を模索することで、目まぐるしく変わ
る脅威と機会に対応している。多くは新しい
業界、国、市場への参入を計画しており、対象
は既知の分野には限らない。新しい顧客や技
術にアクセスするには、分散化が不可欠なので
ある。このことは、人材にも影響を与える。 
新 た な 事 業 モ デ ル や セ ク タ ー は 、 新 し い 
スキル（そして最も重要な点として、スキル
の組み合わせ）や仕事の方法をみつけなけれ
ばならないことを意味する。

「今日、事業のあらゆる分野で、第三者を
パートナーとして協働することが進化に不
可欠となっている。当社の発明ではないと
拒絶反応を起こさず、異なるアイデアを受
け入れ、相互にベンチマーク化し、プロセ
スやシステムを改善することは、企業が自
らを若返らせ、競争上の優位を確立するた
めに欠かせない。当社はパートナーと協働
することで、ありとあらゆる能力の改善を
図っている」
Joaquin Duato

Worldwide Chairman, Pharmaceuticals, Johnson & John-
son, US

26%
が人材へのアクセスを
他社との協業の理由の
トップに挙げている。

56%
が、今後 3 年間に
自社の業界以外で
の競争が増えると考えている。

同時に、仕事を巡る従来の境界線も消滅しつ
つある。グローバルでバーチャルな働き方は、
仕事がどこでどのように行われるかについての
理解を変化させ続けているが、今や「オンデ
マンド型労働者」の台頭という新しい展開がこ
の人材構成に加わっている。33%のCEOが、 
臨時雇い従業員、パートタイム従業員、 
アウトソーシング、サービス契約の利用を
大幅に増加させたと述べている。言い換え
ると、「人材」とはもはや「正社員」を意
味しないのである。そして、このことは人
材管理に幅広い影響を与える。

図表 3. テクノロジーとヘルスケアは、他業界の企業が参入を目指す上位 2 業界

質問：過去 3 年間に、貴社が新規参入した、あるいは参入を検討した業界はどれですか？

テクノロジー
15%

ヘルスケア
医薬
ライフ
サイエンス

15%
専門
および
企業向け
サービス

14%
エネルギー
公益事業
鉱業

13%
製造

（工業製品）

11%
不動産を
含む

金融サービス

11%
小売
卸販売

10%
運輸
物流

10%
通信
エンター
テインメント
メディア

9%
製造

（消費財）

9%
農業
林業
漁業
狩猟

7%
旅行
レジャー

5%
建設

4%
政府
公共
サービス

3%
製造

（自動車）

2%

33%
が、臨時雇い従業員、
パートタイム従業員、
アウトソーシング、サービス
契約の利用を大幅に増加させ
たと述べている。



デジタル時代の人材戦略

CEOが必要とする人材やスキルをどこか
ら調達するかを懸念するのは新しいことで
はない。しかし、過去3年間にこの問題は
厄介な課題から危機的レベルの優先事項へ
と発展した。

50%が今年増員を予定していると述べ、
人員削減を予定しているのは5人に1人
に過ぎなかった。急 成 長 す る 地 域 や 国
に 所 在 す る C E O は 、 増 員 計 画 を 有 す
る 確 率 が は る か に 高 か っ た 。 A S E A N
諸国に所在するCEOの67%、メキシコ 
の同70%とインドの同73%が、人員増を計画
していると答えた。 

スキルの
ジレンマ 

図表 4. 世界の CEO の半数が採用を行っているが、必要なスキルの確保について懸念を高めている

質問：今後 12 カ月間で、貴社の人員数は増加、減少、現状維持のうち、どのようになるとお考えですか？
質問：貴社の成長見通しにとって脅威になる可能性がある経済的、政策的、社会的、ビジネス的要因について懸念があるとした場合、それぞ
れどの程度でしょうか？（CEO が指摘した脅威の一つが鍵となるスキルの調達可能性）

2008年 2009年

37%

46%

61%

51%

56%
53%

58%
63%

73%

39%

51% 51%

45%
50% 50%

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

増員を計画している

鍵となるスキルに
ついて懸念している

CEOは人材を求めているが、必要とされ
る優秀な人材をどこから調達するか、ある
いはこれを調達できるのかについて、懸念
が拡大している。

スキルの調達可能性は、今やビジネス 
リーダーの懸念事項の第2位となっており、
全CEOの73%がこれを挙げているが、英国
では84%、中国では90%、南アフリカと日本
では93%とさらに高い。



図表 5. CEO は必要なスキルの調達可能性を懸念している―しかし、その懸念は全員が同程度ではない

質問：貴社の成長見通しにとって脅威になる可能性がある経済的、政策的、社会的、ビジネス的要因についてご懸念があるとしたら、それぞれどの程度でしょうか？
（CEO が指摘した脅威の一つが鍵となるスキルの調達可能性）
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日本

南アフリカ

中国

香港

ルーマニア

英国

アルゼンチン

ASEAN諸国

米国

ロシア

中東欧諸国

中東

オーストラリア

世界全体

インド

ブラジル

スイス

デンマーク

北欧諸国

メキシコ

カナダ

ドイツ

スペイン

イタリア

フランス

93%

93%

90%

85%

84%

84%

79%

78%

78%

78%

77%

76%

74%

73%

70%

68%

67%

63%

62%

61%

61%

54%

53%

49%

37%

金属

テクノロジー

ヘルスケア

自動車

林業、製紙、包装

企業向けサービス

製造業（工業）

運輸、物流

世界全体

エンターテインメント、メディア

銀行、資本市場

保険

電力、公益事業

土木、建設

消費財

化学

アセット・マネジメント

通信

旅行、レジャー

医薬、ライフサイエンス

エネルギー

小売

鉱業

85%

83%

82%

76%

76%

75%

74%

74%

73%

73%

71%

71%

70%

69%

69%

68%

68%

65%

65%

64%

64%

58%

56%

「デジタル経済全体におい
て 多 才 な 人 材 を 集 め ら れ
る こ と が 不 可 欠 で あ り、 
当社にとって最大の頭痛の
種である。当社は一つの技
術 や 一 つ の 商 品 に つ い て
理解できるだけではない、 
チェーン全体を理解できる多
才な人材を必要としている」
Pekka Lundmark

President and CEO, Konecranes Plc, 
Finland

が今年増員を
計画していると回答。

50%



デジタル時代の人材戦略

図表 6. 10 人中 8 人の CEO が、継続的研修で従業員に新しいスキルを身につけさせており、過去よりもはるかに広範なスキルを求めている

質問：以下に挙げた貴社の人材戦略活動についての文章にどの程度同意しますか？

No we don’t have a strategy nor do we plan to adopt one

0.000000 6.785710 13.571419 20.357129 27.142839 33.928548 40.714258 47.499968 54.285677 61.071387 67.857097 74.642806 81.428516 88.214226 94.9999 0.000000 6.785710 13.571419 20.357129 27.142839 33.928548 40.714258 47.499968 54.285677 61.071387 67.857097 74.642806 81.428516 88.214226 94.999935

Key

-3%

-7%

-13%

-18%

-18%

-24%

50%

25%

27%

48%

継続的研修プログラムを通じて常に従業員に新しいスキルを身につけ
させている

過去の採用と比べて、より幅広いスキルを求めるようになった

オンライン上のプラットフォームやソーシャルネットワーキングなど、常に
複数のチャネルを通じて人材を求めている

異なる地域、業界、属性から積極的に人材を探している

社内でスキルがどの程度効果的に展開されているかを具体的に知るた
め、常時データ解析を使用している
人材需要を満たすため、他社との人材共有も含め、常に幅広い外部組
織と協働している
契約社員、パートタイム労働者、アウトソース機能またはサービス契約へ
の依存度が大幅に増加している

Don’t know/refused

Yes, we have such a strategy No, we don’t have such a strategy – but we plan to adopt one

4% 

5%

7%

9%

19%

25%

28%

14%

17%

17%

10%

18%

18%

26%

20%

30%

25%

18%

24%

19%

21%

27%

56%

58%

52%

48%

38%

32%

26%

67%

66%

64%

63%

62%

62%

57%

55%

54%

53%

53%

50%

50%

48%

                                                                                                  25%

                                                                                                         23%

                                                                                     26%

                                                                        23%

                                       8%

                   8%

7%                                                                   14%

                                                                10%

                                                              13%

                                                           13%

                                                          10%

                                                        11%

                                                        11%

                                                 10%

                                              17%

                                            14%

                                           22%

                                           16%

                                       12%

1%

2%

3%

4%

9%

9%

1%

そう思わない非常にそう思わない

Agree

非常にそう思うそう思う

企業は必要とされる人材の確保に多大な
エネルギーを注いでいる。人材探しは、より 
多くの場で行われている。78%のCEOが常に
複数のチャネルを通じて人材を求めている
と答えており、71%が異なる地域、業界、 
属性から積極的に人材を探していると述 
べた。しかし、なぜ適材の確保は難しいの
だろうか？

理由の一つは、セクター間の境界線が
曖昧になり、企業、とりわけ革新的なハイ
テク企業は、安心感のある領域を超えて 
パートナーと協働する意思があるため、自
らのセクターのみならず複雑なデジタル技
術をも理解する「ハイブリッド型」労働者
が必要なっているためである。

が、常に
複数のチャネル
を通じて人材を求めている
と回答。

78%
が、過去の
採用と比べて、
より幅広いスキルを求めるよ
うになったと回答。

81%
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71%
が異なった
地域、業界、
属性から積極的に人材を探し
ていると回答。

81%のCEO が、過去の採用と比べて、より
幅広いスキルを求めていることを認めた。驚
くには値しないが、技術スキルへの需要は
高く、ビジネスリーダーの4分の3が全社
的にデジタル技術を統合するための特別な
採用と研修戦略がデジタル時代における成
功に不可欠であると考えている。CEOは自
社の学習、適応、革新能力に注目しなけれ

ばならないことを理解している。必要とさ
れるスキルや人材の種類や、採用のために
使用するチャネルを真に理解することは、
複雑な課題を生み出している。



デジタル時代の人材戦略

デジタル技術は職場を支配しており、
セクター全体が事業モデルをデジタル化す
る例も見られるが、これによって人材の重
要性が低下しているわけではない。適材を
確保することは必要不可欠となっている。
それはデジタルスキルを有する人材―当然
これは重要だが―を意味するのではなく、 
革新的な思考ができ、即時適応すること
ができ、企業に競争上の優位をもたらす
人材の集合を意味する。また、人材をよ
く管理し、技術の発展と共に自動化と人
によるクリエイティビティの適切な組み
合わせを創造することも意味している。

デジタル世界で最も成功した企業は、古
いモデルや思考方法をかたくなに守った企業
ではなく、新たな道を開拓した企業だ。こ
うした企業は、事業分野や地域横断的に、
透明性が大幅に向上したデータ主導型の
環境で重要なスキルセットや新しい思考
方法、そしてより優れた協働を実現する
人材戦略をもっている。こうした企業は、
先進的な技術戦略を受け入れ、革新が奨励
される文化を創出し、新しいアイデアを生
み出す上での真の多様性の価値を理解し、 
人材への投資を再考する。

企業が必要としているのは、単なるデジ
タル戦略ではなく、デジタル時代の人材戦
略である。 

適応力のある従業員の育成

国や企業は、周囲の世界に常時対応する
ことで存続している。当社はLinkedIn3と
共同で適応性の役割や柔軟な労働力の人的
要因について検証した。

これは、雇用主が人材の調達源について
より広範に考え、新たな地域やセクターを
模索するだけではなく、既存の従業員に投
資して新しいことを試すよう促す能力と、
従業員が変化を受け入れ、自らのスキルを
新しい分野に応用する意思を指している。

適応力のある従業員は、デジタル世界で
スキルのギャップに対応し、雇用主と従業
員をより良くマッチさせるために不可欠で
あるとPwCは考える。

81%のCEOが、継続的な研修や異動プロ
グラムを通じて常に従業員に新しいスキ
ルを身に付けさせていると述べている。
ただし、この結果には多少の地理的ばらつ
きが見られた。日本のCEOのわずか61%が
これに同意したのに対して、アフリカと中
東ではそれぞれ86%と87%となっている。
ビジネスリーダーは、一歩進んで幅広い能
力や経験を奨励し、自らのスキルを新たな
機会に応用する意思と能力のある従業員を
育成しなければならない。

人材についての
新たな視点

「当社では、アジア諸国と
北欧市場の間で人員のロー
テーションを行う方法を積
極 的 に 検 討 し て い る。 文
化的ダイバーシティとロー
テーションは非常に重要で
あり、それが当社の発展に
も貢献することをよく理解
している。この点について、
ダイバーシティの価値は追
加的費用にある程度優先さ
れる」
Kimmo Alkio

President and CEO, Tieto, Finland

81%
の CEO が、
継続的研修または
異動プログラムを通じて
常に従業員に新しいスキル
を身に付させていると回答。

3「Adapt to survive」、http://www.pwc.com/gx/en/hr-management-services/publications/talent-adaptability/index.jhtml を参照。



PwC 第18回世界CEO意識調査	 13

即戦力の人材

本年度の調査では、企業がより高い対応
力と敏しょう性を求めて、必要に応じた人員
の増減を実施する中、従業員の構成がどのよ
うに変化しているかが明確に示された。CEO
の3分の1が、契約社員、パートタイム労働
者やアウトソーシング契約への依存度を大幅
に高めたと述べている。これはとりわけア
フリカで顕著で（49%）、CEOはスキル不足 
が深刻だと述べている。

こうした臨時雇い労働者はスキルやモチ
ベーションが高いことが多く、結果として企
業の成功の中核をなす。彼らは、もっとも 
需要の多いスキルを持つ者がいつどこで誰
のために働くかを決定できる「ギグエコノ
ミー」を牽引している。企業はこうした労
働者の関心を得るために競争しなければな
らないと同時に、彼らを正社員同様に注意
深く戦略的に管理しなければならない。 
「労働力」とはもはや直接的な従業員のみ
を意味せず、このことは人材管理に幅広い
影響を与える。例えば、臨時雇い労働者の
業績はどのように計測するべきか。そして
報酬はどうするか。

ダイバーシティがもたらすメリット

ここ数年間、数多くの国々におけるスキル
不足が、企業が過去には十分に活用していな
かった年齢層やクロスボーダー人材の発掘を
促してきたが、CEOは今や多様化がもたらす
メリットは人材供給をはるかに超えることを
認識するようになっている。

性別、年齢、人種の多様性という職場の多
様性に関する「従来の」解釈は変化している。 
急速に変化するデジタル世界では、革新的思考
が競争上の優位を牽引し、CEOは革新性が繁栄
する環境を創出しなければならないことを理解
している。革新性、適応性、創造性の炎は、た
だ年齢や性別が異なるだけではなく、幅広い視野
をもつ人材、すなわちあらゆる次元―経歴、身体
的特徴、人生経験、および個性―で異なった人々
が協働するという形の多様性に支えられている。

33%

32.4%
知識、スキル、

経験

ジェンダー
（性別）

民族／国籍／
人種

仕事への姿勢
／向上心

年齢

障害

個人の資質／
心構え

宗教／信条

順応性

24.5%

8.2%

8%

7.2%

4.7%

1.2%

0.8%

図表 7. CEO のダイバーシティ＆インクルージョン戦略では、性別、知識、スキル、
経験の角度から取り組むのが最も一般的

質問：貴社の人材戦略において、人材のダイバーシティ＆インクルージョン（多様性の
受容）に対してどの角度から取り組んでいますか。 あるいは取り組んでいく予定ですか？



デジタル時代の人材戦略

CEOは思考の多様性が必要であると認め
ているものの、求めている視野の幅を獲
得・維持する最善の方法の確定に依然とし
て苦労している。人材構成の幅を広げるた
めには正式な戦略が有効である。ダイバー
シティ戦略を採用しているCEOの90%が、 
これが人材獲得に役立ったと述べており、 
85%が業績改善に貢献したと回答している。 
また、それは革新性、協働、顧客満足度、
新しい技術の受け入れ能力にも貢献したと
述べている。これらはいずれも今日の世界
で成功するために欠かせない材料である。

「 ダ イ バ ー シ テ ィ と ボ ト
ムラインの関係を見ると、 
非常に明らかなことがある。 
ダイバーシティチームを
有 し、 実 際 に 自 社 が 属 す
る市場や世界を真に反映
し て い る な ら ば、 新 し い
トレンドを把握できるは
るかに有利な位置付けに
いられる」
Olof Persson

President and CEO,  
The Volvo Group, Sweden

90%
ダイバーシティ
戦略を採用して
いる CEO の 90% が、これが
人材確保に役立ったと答え
ている。

「 顧 客 の 問 題 を 解 決 す る
ため、社員には異なる発想、
体験、意見を持ってもらい
たい。世界トップクラスの
方法でそれを実現するため
には、多様な人材を集め、
そのノウハウを総合的に活
用するしかない。ダイバー
シティとインクルージョン
は当社の市場での競争力を
多いに高めてくれる」
Denise Ramos

Chief Executive Officer and President, 
ITT Corporation, US

85%
が、ダイバー
シティ戦略は
業績改善に役立ったと述べた。

しかし、まだやらなければならないこ
とはたくさんある。CEOの10人に3人が、 
ダイバーシティ＆インクルージョン戦略
を採用していないと述べたが、13%はこ
れを採用する計画であるとしている。
回答は、地理的なばらつきが大きく、 
戦略を採用しているCEOが香港ではわずか
23%、ルーマニアでは32%であったのに対
して、オーストラリアでは86%であった。
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図表 8. 正式なダイバーシティ方針への CEO の取り組みは劇的に異なる

質問：貴社は人材のダイバーシティ＆インクルージョンを推進する戦略をお持ちですか。あるいは、そのような戦略を採用する計画をお持ちですか？

いいえ、当社にはそのような戦略はない。また、そのような戦略を採用する計画もない。

50%

25%

27%

48%

オーストラリア

デンマーク

インド

ブラジル

フランス

米国

ドイツ

スイス

メキシコ

世界全体

南アフリカ

スペイン

イタリア

英国

ASEAN諸国

北欧諸国

日本

中東

アルゼンチン

中国

ロシア

ルーマニア

香港

保険

通信

医薬、ライフサイエンス

世界全体

銀行および資本市場

テクノロジー

電力、公益事業

企業向けサービス

土木、建設

自動車

鉱業

製造業（工業）

化学

消費財

エネルギー（石油・ガス含む）

運輸、物流

ヘルスケア

エンターテインメント、メディア

旅行、レジャー

小売

林業、製紙、包装

アセット・マネジメント

金属

分からない／回答拒否 はい、当社にはそのような戦略がある。 いいえ、当社にはそのような戦略はないが、採用する計画はある。

2%

8%

8%
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16%
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14%

17%

17%

10%

18%

18%

26%

20%
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25%
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24%

19%

21%
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83%

82%

75%

74%

74%

70%

67%

66%

64%

63%

62%

62%

57%

55%

54%

53%

53%
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23%
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12%

16%

17%
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20%
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20%
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24%

18%

13%

19%

24%
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26%

44%

74%
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61%
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6%
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5%
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9%

10%
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17%
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8%
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14%

20%

18%
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デジタル時代の人材戦略

ボトムアップのスキル構築

将来適切な人材を調達することについて
の不安が増すにつれ、CEOは次世代の従業員
のスキル育成にこれまで以上に多くの努力を
費やしており、それが他と連携して実施され
なければならないことを認識している。60%
（昨年度から19ポイント増加）のCEOが、
熟練した適応力の高い労働力の育成は政
府の最優先課題三つに含まれるべきと考え
ているが、自国政府がこの分野で効果的な
役割を果たしていると考えているのはわず
か22%であった。中南米およびアフリカの
CEOは特に失望しており、それぞれ65%と
80%が自国政府は熟練労働力の育成に効果
的な役割を果たしていないと述べている。

全体としては、44%のCEOが自社は今後
3年間を通じて、政府と連携して熟練した適
応力の高い労働力を育成すると述べている。

22%
が、熟練した
適応力のある労働力育成のた
めの自国政府との協働は効果
的であったと述べている。
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しかし実際には、企業と政府の連携は
まちまちであった。デンマーク（70%）、 
フランス（74%）、ブラジル（68%）、 
インド（66%）のCEOは政府と協働する可能
性が高く、この点から具体的な国家プログ
ラムの存在が伺える。例えば、デンマーク4

では、新たに樹立した連立政権が2012年に
25歳から30歳の年齢層の失業率上昇に歯止
めをかけるための複数のイニシアチブを発
表し、これには国費で賄われる成人見習い
プログラムや社内職業訓練が含まれた。

「優れた製品やソリューショ
ンは、さまざまに異なる視
点が合成されて生まれる。
そして、多様化が実現して
いれば、そうした素晴らし
い視点が豊かに合成される
機会が創出される。多様化
が進んでいるほど、全員が
より優れた成果を上げる。
これは口先だけのことでは
ない。Infosys の基本的優先
事項の一つである」
Dr Vishal Sikka

Chief Executive Officer and  
Managing Director, Infosys, India

4http://www.cedefop.europa.eu/en/news-and-press/news/denmark-government-combat-youth-unemployment-education
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数値主導：データ解析

デジタル世界で不足しないのは、データで
ある。データはあらゆるところに存在する。

CEOの5人に4人（80%）が、成功する
デジタル戦略にはデータ解析の活用が不可
欠と述べている。しかし、データ解析の活
用は外部のステークホルダーに集中してい
る模様であり、人材管理についてはまだ完
全に活用されていない。社内でスキルが
どの程度効果的に展開されているかを詳細
に知るため、常時データ解析を使用してい
ると答えたCEOは、全体の半数に満たない
（46%）。デジタル投資が人材の獲得、育成
および維持に貢献し、自社の人材戦略に価値
を創出したと考えるCEOは58%に過ぎな
かった。

「データは重要だが、経営者
としてそれをどう活用する
かが最も重要だ」
Dr. Marc Harrison

Chief Executive Officer, Cleveland 
Clinic Abu Dhabi, UAE

「当社は、新しい世界での
競争に経営陣が必要とする
と思われる能力やスキルの
特定に非常に積極的に取り
組んでいる。チームとして
膨大な時間を費やし、人材
のスキルセットやその望ま
しい発展、最も適した役割
について話し合っている。
そして、肩をたたいて前進
を促すのである」
David I McKay

President and Chief Executive Officer 
of RBC, Canada

デジタル世界の
人材マネジメント 

CEOはデジタル技術が顧客との関係構築
に果たす役割には注目しているのに、なぜ
従業員のエンゲージメントになると、その
価値を無視しているのだろうか？雇用主の
ブランド、従業員のエンゲージメント、そ
して従業員が組織に何を求め、何を必要と
しているのかを理解する上で、社内外の情
報源は、大量の情報の宝庫となり得る。収
集したデータを戦略上の優位に変容させる
ことが、不可欠でありながら、明らかに欠
如しているステップである。

図表 9. CEO は人材に関するデータ解析の価値を完全に活用できていない

のCEOがデータ解析
は自社にとって戦略上
重要であると
みている

80%

46%
しかし、社内でスキルが

どの程度効果的に
展開されているかを
詳細に知るため、
常時データ解析を

使用しているCEOは
わずか46%である
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リーダーシップを正しく把握する

経営者は、ますます複雑化する組織の
指揮をとっており、そこでは国境やセク
ターをまたいだ協働が標準化し、在宅勤
務や自営業者として短期契約で働くなど、
労働力は機動的であり、アイデアはコモ
ディティ化し、革新性が企業に競争上の差
別化をもたらす。また、秘密がほとんど
ない非常に透明な世界で活動している。
一歩間違えれば無秩序になりかねない組
織の牽引は、経営者のスキルとエネル 
ギー、そして人員をまとめ、共通の目標に
向けてモチベーションを与える企業文化に
完全に左右される。

デジタル世界では、さまざまに異なる 
リーダーシップと経営が求められる。将
来成功するリーダーシップ能力には、ビ
ジョン、勇気、謙虚さといった従来の 
リーダーとしての資質も含まれるが、目的
意識を育み、内外のステークホルダーと信
頼関係を構築し、瞬時に変化に順応し、激
しい競争に備え、重大な発展するリスクに
対応する能力がその重要性を増している。

PwCでは、デジタル世界では類まれな
リーダーシップが求められると述べてきた。

組織は、デジタル時代に挑む十分な準備
を整え、複雑な組織を管理するスキルを備
えた将来の経営者のしっかりとしたパイプ
ラインを構築できなければならない。

 こうした経営者を育成するにはどうすれ
ばよいのか？幅広い経験―適応力のある経
営者の尺度―の重要性は過去にないほど高
まっていると考えられる。しかし、調査対
象となったCEOの29%が、自らのセクター以
外の経験がない。セクター横断的な協働や
テクノロジーベースの提携のトレンドを
勘案すれば、経営者がテクノロジーの可
能性を理解することの重要性は過去に例
のないほど高まっている。

人事の改革？

組織が変化する世界に素早く適応する中、
人事機能がそのペースに合わせることが不可
欠だ。過去の調査結果は、CEOは必ずしも
人事機能が人材確保の課題に対処する態勢
を十分に整えているとは考えていないこと
を示唆している5。

多くの改善が行われたものの、あまりにも
多くの人事機能が、競争の激しい人材市場、
従業員と契約社員が隣り合わせで勤務する人
材モデル、消費者並みの個別対応を期待する
従業員に対応するため必要な変化の規模に圧
倒されている。

従来の制度や人事のアプローチはもはや当
てはまらない。人事の役割のクリエイティブ
な改革は遅きに失している。

5 例えば、第17回世界CEO意識調査では、自社の人事部門が変革に対応する態勢を十分に整えていると考えているCEOはわずか34%であった。
 



デジタル時代の人材戦略

CEO と
人事の
優先事項 
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人材戦略の再考

事業戦略が根本的に再考される中、組
織の人材戦略も再考しなければならない。
新しい技術やデジタル事業モデルがもたら
す機会や脅威に対処し、規制要件や費用目
標を満たすためには、労働力の総合的な再
構築が必要となっている。

適切な経営者の確保

経営者は、革新性を奨励し、報奨を与え、
アイデアを自由に羽ばたかせる文化を創出で
きなければならない。しかし、新たに習得
するべきリーダーシップのスキルも存在
する―地域や業界の境界線をまたぐ複雑
な組織を理解し、先導する能力と、透明
性の高い世界で信頼関係を構築・維持す
る能力である。組織は今日のために優れた
リーダーを確保しなければならないだけで
はなく、未知の課題に対応できる将来的な
経営者のパイプライン構築を促さなければ
ならない。 

需要の変化に適応する

現在の環境下においては、最も重要な戦
略的意思決定は人材とスキルを中心に行わ
れる。競争力を維持するために必要な能力
はどのようなものか。そうしたスキルは外
部から調達できるのか、それとも既存の従
業員に習得可能なのか。何を自動化しなけ
ればならないのか。あるいはアウトソース
しなければならないのか。パートナーシップ 
によって必要な人材を獲得できるか。需要が
非常に急速に変化する市場では、教育と開発
が必要不可欠である。アナリティクスやデジ
タルスキルの開発が最優先されるが、全社的
な適応力の育成も同様だ。将来どのようなス
キルが必要となるかは必ずしも明らかではな
い中、新しい課題への適応をいとわない柔軟
な労働力の創出が重要となる。

ダイバーシティの受容

デジタル化が進む世界で成功するには、
より幅広いスキルと人材プール、そして
新しい思考方法が求められる。CEOと人
事チームが、新しい人材源の確保により
積極的な役割を果たし、発散的思考を奨
励し、後継者計画の基準を拡大すること
が重要である。ダイバーシティには、常に 
「正しいことをする」という一面があり、

これは過小評価されるべきではないが、ダ
イバーシティプログラムが業績を改善させ
ていることを認めているCEOは増えている。 

人材を理解し、評価する

デジタル世界で人材の価値を見失うこと
はたやすい。しかし、真の勝者は、必ずし
も最高かつ最新の技術をもつ組織とは限ら
ない。それは、社内の人材から最高の結果
を引き出すべく既存の技術を活用し、その
逆も当てはまる組織であろう。そして、そ
のためには人材データを賢明に活用しなけ
ればならない。過去に例のない大量のデー
タにアクセスできるが、情報は知的に分析
され、結果が人材戦略に組み込まれないな
らば何の意味もなさない。

人事を通じた価値創造

CEOにこれら全てを１人でこなすことを
期待することはできないし、期待されるべ
きでもない。業界全体に広がる大混乱がも
たらす圧倒されるような課題に対処するた
めには、デジタル時代にふさわしい強力か
つダイナミックな人事機能が求められる。
これに対して、CEOは人事の最善策を評
価し、人事部門の責任者に今日と明日の
事業ニーズにマッチした機能へと進化す
るための権限を与えなければならない。



まとめ
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デジタル革命は、人材と人材管
理に関する規則を変えた。CEO は
デジタル時代に直面する複雑な課
題をよく理解しており、人材が自社 
の成功の最大の差別化要因となる
と正確に判断している。

しかし、デジタル時代に求めら
れる人材―多才で適応力と柔軟性
があり、変化を受け入れるだけで
なく、これを牽引する意欲のある
人材―は、以前よりもはるかに複
雑化しており、これが企業に必要
とされる人材育成についての責任
をさらに大きなものとしている。
皮肉なことに、職場のデジタル化
が進むほど、人材の重要性が増し
ているのである。

労働力の計画と管理は、高度に戦
略的となっている。必要とされるス
キルは常に進化しており、人材供給
は不安定で、臨時雇い従業員が不可
欠のリソースとなっている。CEOは、
革新的で分析力があり、予測に優れ、
サポート力のある優れた人事機能を
必要としている。

大胆な意思決定が求められる時
代となった。どのような企業にとっ
ても、「通常業務的な」人材戦略は
役に立たない。デジタル世界の主
導的立場にある企業は、ルールブッ
クを修正している。その修正は、
人材の確保、管理、組織化、報酬
において最も顕著となっている。
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PwCは、2014年9月から12月の間に、
世界77カ国、1,322名のCEOを対象にイン
タビューを実施しました。地域別内訳は、
国内総生産（GDP）に応じて、アジア太平洋
地域が459名、西欧が330名、北米が167名、
中南米が167名、中欧東欧が125名、中東
およびアフリカが94名でした。

本調査について 1,322
名の CEO を対象に

世界77 カ国で

インタビューを実施

北米

147 名
(11%)

西欧

330 名
(25%)

中東欧

125 名
(9%)

中南米

167 名
(13%)

中東
および

アフリカ
94 名
(7%)

アジア
太平洋
459 名
(35%)

さらに2014年末、33名のCEOと直接面
談し、より詳細な情報を得ました。面談
を通じて提供された知見は、本稿の各所に
CEOの発言として掲載しています。

面談は幅広い業種を対象に実施しました。
調査の方法と結果に関する詳細については、
下記をご参照ください。
www.pwc.com/ceosurvey
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